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京都市小型焼却炉に係るばいじん及びダイオキシン類排出抑制指導要綱実施細則 

 

（用語） 

第１条 この細則で使用する用語は、京都市小型焼却炉に係るばいじん及びダイオキ

シン類排出抑制指導要綱（以下 「要綱」という。）において使用する用語の例によ

るものとする。 

（排出抑制基準） 

第２条 要綱第５条に規定する排出抑制基準は、別表第１のとおりとする。 

（測定方法） 

第３条 ばいじん等の濃度の測定方法は、別表第２及び別表第３のとおりとする。 

（特定小型焼却炉設置計画書の届出） 

第４条 要綱第７条第１項の規定による届出は、特定小型焼却炉設置計画書（別記様

式）により行う。 

（特定小型焼却炉の設置に関する指導内容） 

第５条 要綱第７条第２項の規定による指導は、特定小型焼却炉の構造については別

表第４により、特定小型焼却炉の維持管理については別表第５に基づき行うものと

する。 

附 則 

この細則は、平成１１年５月１日から実施する。 

附 則 

この細則は、平成１２年４月１日から実施する。 

附 則 

この細則は、令和２年４月１７日から実施する。 

  附 則 

この細則は、令和４年７月１日から実施する。 
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別表第１（第２条関係） 

特定小型焼却炉に係るばいじんの濃度及びダイオキシン類の濃度の排出抑制基準 

設置時期に関する区分 
ばいじん 

（ｇ／㎥Ｎ） 

ダイオキシン類 

（ｎｇ-ＴＥＱ／㎥Ｎ） 

平成１１年４月３０日まで

に設置されたもの 
０．２５ １０ 

平成１１年５月１日以降に

設置されたもの 
０．１５ ５ 

 (1) 平成１１年４月３０日までに設置された特定小型焼却炉については、ばいじん

及びダイオキシン類に係る排出抑制基準は平成１２年３月３１日まで適用しな

い。 

(2) 平成１１年４月３０日までに設置された特定小型焼却炉については、ダイオキ

シン類に係る排出抑制基準の適用は、平成１２年４月１日から平成１４年１１月

３０日までは、同表中「１０」とあるのは、「８０」と読み替える。 

 

備考 この表に掲げるばいじん及びダイオキシン類の濃度は、次式により算出した濃

度とする。 

 

Ｃ＝｛（２１－１２）／（２１－ＯＳ）｝×ＣＳ 

 

Ｃ ：ばいじんの濃度（ｇ／㎥Ｎ）及びダイオキシン類の濃度（ｎｇ／㎥Ｎ） 

  

ＯＳ：排ガス中の酸素濃度（％）（当該濃度が２０％を超える場合には２０％と  

する） 

 

ＣＳ：排ガス中のばいじんの濃度（ｇ／㎥Ｎ）及びダイオキシン類の濃度 

（ｎｇ／㎥Ｎ） 
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別表第２（第３条関係） 

 

特定小型焼却炉に係るばいじんの濃度の測定方法 

  備考 測定頻度は、おおむね年１回以上とする。 

 

 

別表第３（第３条関係） 

 

特定小型焼却炉に係るダイオキシン類の濃度の測定方法 

備考 測定頻度は、年１回以上とする。 

 

  

項   目 測 定 方 法 

ば い じ ん 日本産業規格 Ｚ ８８０８に定める方法 

項   目 測   定   方   法 

ダイオキシン類 
ダイオキシン類対策特別措置法施行規則第２条第１号の規 

定に準じる。 
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別表第４（第５条関係） 

 

【特定小型焼却炉の構造に関する指導内容】 

(1) 完全燃焼の確保を図るため、燃焼室は次に示す構造を有すること。 

ア 燃焼室で発生するガス（以下 「燃焼ガス」という。）の温度が８００℃以上

の状態で廃棄物を焼却できること。 

イ 燃焼ガスの温度が８００℃以上の状態で、十分滞留できること。 

ウ 燃焼ガスの温度を速やかに８００℃以上の状態にし、及びこれを保つための

助燃装置が設けられていること。 

エ 燃焼に必要な空気を供給することができる設備（供給空気量を調整する機能

を有すること。）が設けられていること。 

(2) 燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられてい

ること。 

(3) 燃焼ガスによる生活環境保全上の支障が生じないよう、排ガス処理設備（ばい

じんを除去する高度の機能を有するものに限る。）が設けられていること。 

なお、湿式の処理設備を設置する場合は、その洗浄水の飛散及び流出により周

辺環境への影響を生じさせないようにすること。 

(4) ばいじん及び焼却灰の適正な管理を図ることができる構造を有すること。 

ア ばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留することができる灰出し設備及び

貯留設備が設けられていること。 

イ 灰出し設備は、ばいじん及び焼却灰が飛散し、又は流出しない構造のもので

あること。 

(5) 周辺への配慮を行うこと。 

ア 煙突の位置及び高さについては、排ガスによる周辺への影響に配慮するこ

と。 

イ 排ガスの測定口を適切な位置に設置すること。 

(6) その他有することが望ましい構造及び設備に関する内容 

ア 燃焼室の構造は、外気と遮断された状態であること。 

イ 集じん機に流入する燃焼ガスの温度がおおむね２００℃以下に冷却されて 

いること。 
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別表第５（第５条関係） 

 

【特定小型焼却炉の維持管理に関する指導内容】 

(1) 燃焼物の管理を適正に行うこと。 

ア 燃焼物は、焼却能力以上に過剰投入しないこと。 

イ プラスチック類は燃焼物に混入しないよう分別に努めること。 

(2) 適正な維持管理を行い、完全燃焼の確保を図ること。 

ア  燃焼物は投入口からばいじんが飛散しないように投入すること。 

イ 燃焼室中の燃焼ガスの温度を８００℃以上に保つこと。 

ウ  運転を開始する場合には、助燃装置を作動させる等により、燃焼室の温度を

速やかに上昇させること。 

エ  運転を停止する場合には、助燃装置を作動させる等により、燃焼室の温度を

高温に保ち、燃焼物を燃焼し尽すこと。 

(3) 燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

(4) 燃焼ガスによる生活環境保全上の支障が生じないよう、排ガス処理設備の維持

管理に努めること。 

なお、湿式の処理設備を設置する場合は、その洗浄水の飛散及び流出により周

辺環境への影響を生じさせないよう維持管理に努めること。 

ア 燃焼ガスを排ガス処理設備に確実に導入し、適正に稼働させること。 

イ 排ガス処理設備等のばいじんを定期的に除去すること。 

(5) ばいじん及び焼却灰の適正な維持管理に勤めること。 

ア  ばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留すること。 

イ ばいじん及び焼却灰が、飛散及び流出しないよう灰出し、貯留を行うこと。 

(6) 維持管理体制の確立を図ること。 

ア 適正な維持管理を行うための管理体制を整備すること。 

イ 運転管理マニュアルを作成し、これに基づき適正に管理すること。 

ウ 定期的な保守点検を行うこと。 

エ 維持管理、保守点検等の記録を行い、３年間保存すること。 

(7) その他努めることが望ましい維持管理に関する内容 

ア 燃焼室内と外気とが遮断された状態で燃焼させること。 

イ 焼却灰の熱しやく減量が１０パーセント以下になるよう焼却すること。 

ウ 集じん機に流入する燃焼ガスの温度を冷却する設備を設けている場合は、適

正に稼働させること。 
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別記様式（第 4 条関係） 

特 定 小 型 焼 却 炉 設 置 計 画 書 

（あて先）  京  都  市  長 年     月    日 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）  

 

 

 

電話        － 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者氏名） 

 

 

京都市小型焼却炉に係るばいじん及びダイオキシン類排出抑制指導要綱第７条 

第１項の規定により届け出ます。 

工 場 又 は 事 業 場 の 所 在 地 京都市      区 

工 場 又 は 事 業 場 の 名 称  

工場又は事業場の管理責任者氏名  

業 種  

特 定 小 型 焼 却 炉 の 焼 却 能 力 kg／時 

特 定 小 型 焼 却 炉 の 

火 格 子 面 積 又 は 火 床 面 積 
㎡ 

製 造 メ ー カ ー 名 及 び 型 式  

主 な 燃 焼 物  

着 工 予 定 年 月 日 年      月      日 

使 用 開 始 年 月 日 年      月      日 

付 近 見 取 図 別添のとおり 

特 定 小 型 焼 却 炉 の 配 置 図 別添のとおり 

ば い 煙 の 処 理 方 法 の 概 要 別添のとおり 

そ の 他 必 要 な 図 書 別添のとおり 

届 出 年 月 日 ※              年      月      日 

注１ ※印の欄は、記入しないでください。 

注２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４としてください。 


